
事 業 概 況 （11月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 27 年度労災保険業務機械処理の平成 27 年 11 月末現在における保険給付支払総額は 4,914 億円で、前年同期に比

べて1.9％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,445億円で49.8％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,503億円で30.6％を占めている。以下、休業補償給付が13.3％、障害補償一時金が4.2％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 9.0％増となっているのに対し、葬

祭料が13.3％減、遺族補償一時金が11.3％減、休業補償給付が3.1％減、障害補償一時金が2.8％減、介護補償給付が2.2％

減、療養補償給付及び年金等給付がそれぞれ1.5％減となっている。（第１表） 

　　　　　区　分

 保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 500,816,060 100.0 0.6 491,386,816 100.0 △ 1.9

療 養 補 償 給 付 152,546,735 30.5 4.4 150,305,648 30.6 △ 1.5

休 業 補 償 給 付 67,279,977 13.4 △ 0.3 65,219,629 13.3 △ 3.1

障 害 補 償 一 時 金 21,106,462 4.2 △ 2.9 20,506,427 4.2 △ 2.8

遺 族 補 償 一 時 金 4,934,037 1.0 7.0 4,378,577 0.9 △ 11.3

葬 祭 料 1,529,196 0.3 3.8 1,325,849 0.3 △ 13.3

介 護 補 償 給 付 4,571,843 0.9 △ 0.5 4,473,459 0.9 △ 2.2

年 金 等 給 付 248,222,848 49.6 △ 1.3 244,496,139 49.8 △ 1.5

二 次 健 康 診 断 等 給 付 624,962 0.1 10.2 681,087 0.1 9.0

金　　　額 構成比

対前年

同　期

増減率

金　　　額 構成比

対前年

同　期

増減率

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成26年度 26年11月末 平成27年度 27年11月末

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,450億円で29.5％、「その他の事業」が1,360億円で27.7％、

「製造業」が1,221億円で24.9％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.4％、「林業」が2.0％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が3.2％増、「その他の事業」が0.5％増と

なっているのに対し、「鉱業」が6.2％減、「漁業」が5.6％減、「林業」が3.7％減、「建設事業」が3.1％減、「電気、ガス、

水道又は熱供給の事業」が2.7％減、「製造業」が2.5％減、「運輸業」が1.1％減となっている。（第２表） 



　　　　　区　分

　　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 500,816,060 100.0 0.6 491,386,816 100.0 △ 1.9

林　　  　　　業 10,017,017 2.0 △ 4.2 9,645,275 2.0 △ 3.7

漁　　　  　　業 1,711,425 0.3 △ 6.2 1,615,218 0.3 △ 5.6

鉱　　　  　　業 23,255,778 4.6 △ 4.7 21,820,661 4.4 △ 6.2

建　 設　 事　 業 149,619,679 29.9 △ 0.2 144,972,417 29.5 △ 3.1

製　 　造　 　業 125,194,471 25.0 0.0 122,122,281 24.9 △ 2.5

運　 　輸　 　業 52,540,758 10.5 1.6 51,972,504 10.6 △ 1.1

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
1,211,077 0.2 △ 2.3 1,178,510 0.2 △ 2.7

そ の 他 の 事業 135,245,950 27.0 3.0 135,974,640 27.7 0.5

船舶所有者の事業 2,019,905 0.4 7.6 2,085,310 0.4 3.2

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成26年度 26年11月末 平成27年度 27年11月末

金　　　額 構成比

対前年

同　期

増減率

金　　　額 構成比

対前年

同　期

増減率

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,305億円で53.4％と最も大きく、次いで障害補

償年金が918億円で37.5％、傷病補償年金が222億円で9.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が814億円で33.3％、「製造業」が702億円で28.7％、「そ

の他の事業」が454億円で18.6％となっている。以下、「運輸業」が10.5％、「鉱業」が6.2％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％となっている。（第３表） 

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 91,788,370 130,536,123 22,171,647 244,496,139 100.0

林　　  　　　業 1,385,964 3,138,962 235,982 4,760,908 1.9

漁　　　  　　業 254,584 809,959 30,306 1,094,849 0.4

鉱　　　  　　業 1,383,462 9,895,144 3,813,906 15,092,512 6.2

建　 設　 事　 業 26,154,207 47,058,405 8,150,564 81,363,176 33.3

製　 　造　 　業 34,844,416 31,089,011 4,303,815 70,237,242 28.7

運　 　輸　 　業 9,443,724 14,530,013 1,604,134 25,577,870 10.5

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
163,186 458,862 46,914 668,962 0.3

そ の 他 の 事業 18,109,854 23,325,561 3,964,124 45,399,539 18.6

船舶所有者の事業 48,973 230,206 21,901 301,081 0.1

構　成　比 37.5% 53.4% 9.1% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

平成27年度 27年11月末現在

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている。 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 27年度労災保険業務機械処理の平成27年 11月末現在における保険料徴収決定済額は8,354億円で、前年同期に比

べて0.6％減となっている。保険料収納済額は5,778億円で、前年同期に比べて0.4％減となっている。また、収納率につ

いてみると69.2％となっており、前年同期に比べて0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が3,922億円で46.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,840 億円で 22.0％、「製造業」が 1,618 億円で 19.4％を占めている。以下、「運輸業」が 8.5％、「船舶所有者

の事業」が1.6％、「林業」が0.6％、「鉱業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「漁業」が0.2％

となっている。（第４表） 

区　分

平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成26年度 平成27年度

業　種 26年11月末 27年11月末 26年11月末 27年11月末 26年11月末 27年11月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 840,587,903 835,358,044 100.0 △ 0.6 580,088,974 577,775,179 100.0 △ 0.4 69.0 69.2

林　　  　　　業 5,221,405 5,301,716 0.6 1.5 3,616,024 3,698,251 0.6 2.3 69.3 69.8

漁　　　  　　業 2,027,365 1,966,712 0.2 △ 3.0 1,345,711 1,317,871 0.2 △ 2.1 66.4 67.0

鉱　　　  　　業 3,094,986 3,000,094 0.4 △ 3.1 1,888,645 1,848,501 0.3 △ 2.1 61.0 61.6

建　 設　 事　 業 202,641,685 183,993,168 22.0 △ 9.2 141,612,509 126,798,216 21.9 △ 10.5 69.9 68.9

製　 　造　 　業 161,458,747 161,807,038 19.4 0.2 109,128,559 110,291,369 19.1 1.1 67.6 68.2

運　 　輸　 　業 70,274,046 71,391,385 8.5 1.6 44,381,416 45,841,211 7.9 3.3 63.2 64.2

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
2,240,528 2,260,138 0.3 0.9 1,525,348 1,555,185 0.3 2.0 68.1 68.8

そ の 他 の 事業 380,035,806 392,157,765 46.9 3.2 267,421,355 277,327,440 48.0 3.7 70.4 70.7

船舶所有者の事業 13,593,335 13,480,027 1.6 △ 0.8 9,169,407 9,097,135 1.6 △ 0.8 67.5 67.5

構成比

対前年

同　期

増減率

収　納　率

構成比

対前年

同　期

増減率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている。  

 


